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１ 「あきた健康宣言！」推進事業（健康づくり推進課）

事業費 ３６，６３３千円

区 分 内 容

１ 事業目的 健康長寿社会の形成に向けて、「健康寿命日本一」を目指

し、県民の健康意識を高め、県民総ぐるみで健康づくりに取

り組む県民運動を展開する。

２ 実施主体 県・市町村・秋田県健康づくり県民運動推進協議会

３ 事業内容 （１）「あきた健康宣言！」推進事業 １２，８４５千円

県民運動の基本計画である「健康秋田いきいきアクショ

ンプラン」の普及啓発など、健康づくりに取り組みやすい

環境を整備する。

①「あきた健康宣言！」周知事業 １０，０００千円

・テレビ、ラジオ、新聞等を活用した情報発信

委託先 メディアパートナーシップ共同体実行委員

会

②秋田県健康づくり推進体制整備事業 ２，８４５千円

・「あきた健康長寿政策会議」の開催

健康づくり推進に関する施策の提言等

開催回数 年１回

構成団体 秋田大学、県医師会、県歯科医師会、

商工団体等

・「秋田県健康づくり県民運動推進協議会」総会及び健

康経営部会等の開催

構成団体 経済団体、保健医療団体、民間活動団体、

市町村、企業等

・ウェブサイト、ＳＮＳを活用した協議会会員による健

康づくり情報等の発信

（２）地域健康づくり人材活性化事業 １４，５５４千円

①健康長寿推進員の育成支援 １２，６９２千円

市町村による健康意識が高く、主体的に活動する人材

の育成に対する支援

・交付金 対象 １９市町村

継続 鹿角市、大館市、能代市、にかほ市、仙北市、

湯沢市、小坂町、三種町、美郷町（９市町）

新規 北秋田市、男鹿市、潟上市、由利本荘市、

大仙市、横手市、八郎潟町、羽後町、大潟村、

東成瀬村（１０市町村）



- 2 -

【交付金の概要】

対象経費 研修会、視察活動等に要する経費

補 助 率 １０／１０

補助金額 人口規模に基づく定額を上限

補助期間 ３年間

・○新活動事例発表交流会の開催
対象：健康長寿推進員、市町村、県民

②○新健康づくり地域マスターの任命・育成等
１，８６２千円

地域における健康づくりリーダーを育成・確保し、活

動を促進することにより、県民運動をより進展させる。

・育成研修の実施

共通研修（必須）：健康秋田いきいきアクションプ

ラン、健康に関する知識及び指導方法等

専門研修（希望者）：身体活動・運動及び栄養・食

生活に関する専門的な知識及び指導方法等

委託先 ユフォーレ

・人材の任命

対象 健康運動指導士、食生活改善推進員等の有資

格者や地域・団体・企業の健康づくりリーダ

ー等で、県の育成研修を受講した者

任期 ３年（更新あり）

募集 市町村、関係団体による推薦、自薦

活動支援

県からの要請に基づく地域の団体・企業等へ

の普及活動に係る旅費等の支給

（３）○新健康経営普及事業 １４３千円

秋田県版健康経営優良法人認定制度を創設するとともに

ＰＲリーフレットを作成し、周知を図る。

・認定基準 がん検診の受診、受動喫煙防止対策、食生

活の改善に向けた普及啓発等、健康秋田い

きいきアクションプランの目標に沿った取

組の実施

（４）食からの健康応援事業 ６，１３３千円

栄養関連団体・企業等との連携により、減塩・野菜摂取

など適切な食生活の普及啓発を図る。

①食と生活改善啓発事業 ６１６千円

地域における食生活改善の普及啓発

委託先：秋田県食生活改善推進協議会

②ライフステージ別栄養普及事業 １,９５９千円

ライフステージに応じた食の出前講座や高校生レシピ

コンクールの開催

委託先：（公社）秋田県栄養士会
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③減塩＆野菜を食べよう応援事業 ８８０千円

スーパー等との連携によるキャンペーン

④食の国あきた推進事業 ５２０千円

食育関係者のネットワーク会議及び研修会の開催

⑤○新健康な食事・食環境整備事業 １，３８５千円

働き盛り世代等が、栄養バランスの良い「健康な食事」

を選択できる環境を整備する。

・「健康な食事」を提供する飲食店認証制度の検討

・事業者のアンケート調査等

・認証制度導入検討会

・飲食店におけるモデル事業の実施（３店舗）

・飲食店向けセミナーの開催

・啓発用リーフレットの作成・配布

⑥○新 栄養・食生活を専門的に普及啓発する人材の確保・
育成 ７７３千円

栄養・食生活改善に携わる人材の不足や地域偏在を解

消し、地域における取組を促進する。

・地域において食生活の改善に取り組む人材を対象とす

る食生活改善講座（８保健所単位）

・潜在管理栄養士等の実態調査

委託先：聖霊女子短期大学

（５）運動による健康づくり推進事業 １，４１９千円

①健康合宿事業 ８３８千円

糖尿病予備群の方を対象に、健康運動指導士や管理栄

養士による実践指導の実施

（ニプロ(株)による企業版ふるさと納税活用事業）

委託先：ユフォーレ

②歩いて健康づくり県民運動推進事業 ５８１千円

冬期間の運動不足解消のため、健康づくりウォークラ

リーを開催する。

委託先：(株)秋田ふるさと村

（６）○新健康ポイント導入支援事業 ６６４千円

市町村による健康ポイント制度の導入を促進するため、

講師派遣等の支援を行う。

・セミナーの開催

・先進地等の講師派遣

（７）「健康な美酒王国」秋田推進事業 ８７５千円

「秋田県アルコール健康障害対策推進計画」に基づく普

及啓発等の取組を実施する。

・リーフレット等の作成・啓発

・有識者会議の開催

・保健指導担当者研修会の開催
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２ 「受動喫煙ゼロ そして禁煙」推進事業（健康づくり推進課）

事業費 ４，４７０千円

区 分 内 容

１ 事業目的 たばこによる健康被害を防止するため、喫煙率の低減、若

い世代の喫煙防止、受動喫煙の機会減少に向けた総合的なた

ばこ対策を行う。

２ 実施主体 県、秋田県健康づくり県民運動推進協議会

３ 事業内容 （１）禁煙支援事業 ５９０千円

禁煙の動機付けを促すため、地域において医師や保健所

職員等による出前講座等を実施する。

・内 容 出前講座、セミナー等の開催

・対 象 喫煙者とその家族等

（２）若い世代の喫煙防止事業 ５７２千円

若い世代の喫煙防止のため、学生による自主的な啓発活

動を支援するためのたばこの害に関する勉強会を開催する

ほか、医療保険者との連携により事業所の新規就職者等に

対するたばこの害についての正しい知識の普及を行う。

・内 容 勉強会の開催、啓発資材の作成・配布

・対 象 大学生や新規就職者等

（３）受動喫煙防止事業 ３，３０８千円

受動喫煙による健康被害を防止するため、たばこの害に

ついての正しい知識の普及や、受動喫煙を防止する環境を

整備する。

・内 容 世界禁煙デーに合わせたフォーラムの開催

新聞社との連携によるセミナーの開催及び新

聞による情報発信

受動喫煙防止に関するリーフレット等の作成

施設管理者等を対象とした講習会の開催

・対 象 一般県民、事業者
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３ がん対策総合推進事業（健康づくり推進課）

事業費 １２１，１６５千円

区 分 内 容

１ 事業目的 がんの予防の推進や医療の質の向上等を図るため、がんに

関する情報の収集・提供を行うほか、がん診療機能の強化や

がん患者に対する支援を行う。

２ 実施主体 県、がん診療連携拠点病院等

３ 事業内容 （１）がん登録推進事業 ８，２６１千円

がんに係る調査研究を推進し、がん対策の一層の充実に

資することを目的とする「がん登録推進法」に基づき、「全

国がん登録」に関する事務を実施する。

・委託先 公益財団法人秋田県総合保健事業団

・内 容 医療機関からの届出対象情報の審査・整理、

登録情報の国への提出、全国がん登録情報の

うち県分の市町村・医療機関への提供等

※全国がん登録

国及び都道府県における利用及び提供の用に供す

るため、国ががんの罹患、診療、転帰等の状況をデ

ータベースに記録し、保存すること。

（２）多目的コホート研究事業 ６，５７６千円

生活習慣とがんなどの病気との関係を明らかにするた

め、国立がん研究センターの疫学調査に関する受託業務を

実施する。

・実施地域 横手市

・内 容 住民アンケートによる生活習慣についての

情報収集及び対象者の血液試料と健康デー

タの収集等

（３）がん情報発信事業 ９００千円

県民へのがんに対する正しい知識を普及するため、マス

コミや秋田大学等との連携によりフォーラムを開催する。

（４）がん診療機能等強化事業 ９３，５００千円

県内のがん診療機能等を強化するため、地域がん診療連

携拠点病院、地域がん診療病院（以上国指定９病院）及び

がん診療連携推進病院（県指定２病院）のがん診療機能等
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の強化に要する経費に対し補助する。

・補助基準額 １病院当たり８，５００千円

・補 助 率 １０／１０（国１／２、県１／２）

・対 象 経 費 医療従事者研修、患者等への相談支援、

普及啓発等

（５）がん医療従事者育成支援事業 ３，６００千円

がん医療の質の向上を図るため、医療機関が負担するが

ん医療従事者に対するがん関連認定資格取得に要する経費

に対し補助する。

・補 助 対 象 医療機関

・補助基準額 １人当たり８００千円

・補 助 率 １／２

・対 象 経 費 研修受講料、研修中の代替職員雇用経費

（６）緩和ケア推進事業 ８００千円

地域がん診療連携拠点病院等のがん緩和ケア提供体制の

強化を図るため、緩和ケアチーム従事者等の育成研修会を

開催する。

・委託先 秋田県緩和ケア研究会

・内 容 拠点病院の緩和ケア病棟等における実地研修

（７）○新在宅がん患者緩和ケア推進事業 ２５８千円

在宅がん患者等に対する緩和ケアの提供体制を整備す

るため、地域の医療・介護従事者を対象とする症例検討

の研修会等に要する経費に対し補助する。

・補 助 対 象 各郡市医師会

・補助基準額 １２９千円／地区

・補 助 率 ２／３

（８）がん患者医療用補正具助成事業 ６，０８１千円

がん患者の治療と就労や社会参加の両立を支援するた

め、医療用補正具購入に係る費用に対し補助する。

・対 象 者 がん治療に伴い医療用補正具を購入した

患者

・対 象 経 費 ウィッグ及び乳房補正具の購入費用

・助成限度額 ウィッグ １５，０００円（回／人）

乳房補正具 １０，０００円（回／人）

（９）がん患者団体活動支援事業 ６４７千円

患者等が抱える悩みや不安の解消を図るため、がん患者

や家族が相談や情報交換ができる場の提供等に取り組む、

がん患者団体に対し補助する。
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・補 助 対 象 秋田県がん患者団体連絡協議会

・補助基準額 定額

・補 助 率 １０／１０

（１０）がん対策推進計画進行管理費 ５４２千円

第３期秋田県がん対策推進計画を推進するため、国や

市町村の情報の収集や必要な情報提供を行う。
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４ 健（検）診受診率向上総合対策事業（健康づくり推進課）

事業費 １２，７６５千円

区 分 内 容

１ 事業目的 健（検）診の受診率向上を図るため、受診対象者の意識を

高め、受診行動を促す、受診しやすい環境を整備する。

２ 実施主体 県、市町村、健（検）診機関

３ 事業内容 （１）胃がん検診助成事業 ５，５０２千円

全国と比較して、胃がんの死亡率が高いことから、罹患

率の上昇する年齢層の受診を促すため、検診の自己負担額

を無料化するための経費を助成する。

・補 助 対 象 市町村

・対 象 年 齢 ５０、５２、５４、５６、５８歳

・補助基準額 受診者の自己負担額（上限額2,000円）

・補 助 率 １０／１０

（２）がん検診受診率向上推進事業 ６，２４９千円

大腸がん・肺がん・子宮頸がん・乳がん検診について、

罹患率の上昇する年齢層の検診受診を促すため、当該検診

の自己負担額を軽減するための経費を助成する。

・補助対象 市町村

・補 助 率 １／２

・補助基準額等

対象年齢 補助基準額

大 腸 が ん ５０～５４歳 ５００円

肺 が ん ６０～６４歳 ５００円

子宮頸がん ３０～３４歳 １，５００円

乳 が ん ４０～４４歳 １，５００円

・要件 コール・リコールによる受診勧奨

（３）がん検診精度管理向上推進事業 ２１４千円

がん検診によってがん死亡を減少させるため、適切な精

度管理の下で、科学的根拠のある検診の実施方法等に関す

る研修会を開催する。

・対 象 市町村、検診機関の職員

（４）健（検）診受診勧奨事業 ８００千円

乳がん予防を推進するため、啓発用パンフレットを作成

し、職域における健（検）診受診時等に配布する。
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５ 心はればれ県民運動推進事業（保健・疾病対策課）

事業費 ６３，１４３千円

区 分 内 容

１ 事業目的 誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現に向けて、

民学官の一層の連携強化により、自殺予防活動を展開する。

２ 実施主体 県、市町村、秋田大学、民間団体等

３ 事業内容 （１）地域自殺対策強化事業 ５５，２２２千円

①対面型相談支援事業 ３５３千円

・ハローワークにおける心の健康相談支援

開催回数 毎月１回

委 託 先 (一社)日本産業カウンセラー協会東北支部

②電話相談支援事業 ７，９３５千円

・「あきたいのちのケアセンター」による相談支援

③人材養成事業 １，３１７千円

・心はればれゲートキーパー養成講座

委 託 先 秋田ふきのとう県民運動実行委員会

対 象 者 一般県民

・アルコール等依存症対策研修会

対 象 者 行政、医療機関等関係者、民間団体等

④普及啓発事業 １，９６４千円

・自殺予防街頭キャンペーンの配付資材作成

ふきのとうホットラインのリーフレット等

・自殺予防広報事業

県政広報紙による相談窓口等の周知

・自殺予防ネットワーク強化事業（各保健所）

関係機関ネットワーク会議、街頭キャンペーン等

⑤地域自殺対策強化事業費補助金 ４０，６６０千円

・市町村、大学、民間団体等による自殺予防活動に対す

る支援

市町村（２５市町村） ２４，７５４千円

民間団体等（１５団体等） １５，９０６千円

主な事業内容

相談会の開催、相談窓口の設置、戸別訪問、

サポーター養成研修、交流サロン活動、街頭

キャンペーンの実施等
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⑥地域自殺対策推進センター運営事業 ２，９９３千円

・自殺対策連携推進員の配置による市町村等への支援

主な事業内容

市町村自殺対策計画の進捗管理、自死遺族や自

殺未遂者の相談支援、保健所や市町村の取組支

援等

（２）心の健康づくり推進事業 ３６７千円

健康づくり審議会「心の健康づくり推進分科会」の開催

（３）自殺予防県民運動推進事業 ２，８３８千円

「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の事業活動に対

する補助

対象経費

実行委員会の運営費及び研修会、県民運動大会、

街頭キャンペーン（９月､１２月､３月）等

（４）自殺未遂者支援事業 １，８７６千円

①自殺未遂者支援体制の構築 ８４９千円

自殺未遂者に対する地域の支援体制の構築に向けた関

係者会議及び研修会の開催

対 象 者 医療関係者、消防、行政関係者等

②自殺未遂の救急患者に対する医療・保健の連携体制強化

事業 １，０２７千円

自殺未遂により搬送された救急患者の心のケアを図る

ための対応訓練の実施

開催回数 ２回

委 託 先 秋田大学

対 象 者 救急救命に従事する医療関係者、消防、行

政関係者等

（５）精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業

８５５千円

自殺との関連が深い、うつ病等の精神疾患に関する相談

員や医療関係者の対応力向上を図るための研修会の開催

①精神疾患患者等への相談対応研修事業（１回）

委 託 先 （一社）秋田県医師会

対 象 者 相談機関の相談員、民生・児童委員等

②医療関係者向け精神疾患等対応研修事業（３回）

開催場所 県北、中央、県南地区で各１回

委 託 先 （一社）秋田県医師会

対 象 者 医師及び看護師等
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（６）子ども・若者のいのちを支える事業 ５３２千円

①ＳＯＳの出し方教育実践事業 ３５１千円

児童生徒が困難やストレスに直面した際の対処方法を

身につけるモデル講座を実施するとともに、指導教材の

普及を図る。

・モデル講座

実 施 校 ６校（県北、中央、県南の各地区の高校）

講座講師 教職員、県保健師等

・検 討 会 指導内容等の事前検討会、事後検討会等を

開催し、指導マニュアルの普及を図る。

対 象 者 学校教職員、県保健師等

②教職員向け自殺予防強化事業 １８１千円

周囲の大人が児童生徒のＳＯＳに気づき、対応できる

ようにするための研修会を開催する。

開催回数 ３回（県北、中央、県南地区で各１回）

委 託 先 秋田・こころのネットワーク

対 象 者 学校教職員、県・市町村担当者等

（７）身体疾患を原因とする自殺の予防対策事業 ２９６千円

身体疾患を抱える患者に接する医療従事者等向けに患者

や家族への対応力の向上のための研修会を開催する。

開催回数 ３回（県北、中央、県南地区で各１回）

対 象 者 医師、看護師、その他医療従事者、県・市

町村担当者等

（８）○新心はればれゲートキーパーによる企業のメンタルヘル

ス対策 １８９千円

職場におけるメンタルヘルス対策の推進のため、企業向

けの心はればれゲートキーパー養成講座を開催する。

開催回数 １回

対 象 者 経営者、従業員等

（９）○新検索連動型広告を活用した相談支援事業

９６８千円

パソコンやスマートフォンなどから自殺に関連した用語

を検索したとき、ふきのとうホットライン等に誘導する

広告を画面に表示し、相談に繋がる者を増やす。

実施期間 ３か月（自殺者の多発する月、学校の長期

休み明けの月等で延べ３か月）

対 象 者 県内から自殺関連用語の検索を行った者

自殺関連用語の例

「死にたい」、「消えたい」、「自殺方法」、「自殺場

所」等
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６ 妊娠・出産への健康づくり支援事業（保健・疾病対策課）

事業費 １１２，２４０千円

区 分 内 容

１ 事業目的 安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向けて、総合的

な支援を行う。

２ 実施主体 県、市町村

３ 事業内容 （１）母体健康増進支援事業 ５，９７０千円

①妊婦歯科健康診査事業

妊婦の健康の保持増進及びその経済的負担の軽減を図る

ため、妊婦歯科健康診査に要する経費の一部を助成する。

・実 施 主 体 市町村

・対 象 回 数 １回

・補助基準額 ４，０００円

・補 助 率 １／２

②HTLV-1(ヒトＴ細胞白血病ウイルス)母子感染対策研修会

HTLV-1の妊婦への啓発や母子感染の予防のため、医療従

事者及び行政保健師を対象に研修会を開催する。

（２）幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）事業

１０２，６２２千円

①不妊治療に要する治療費の助成 ９８，８２１千円

・健康保険適用外である「特定不妊治療」に係る治療費

の一部を助成する。

・対 象 者 ４３歳未満（妻）及び配偶者（夫）

夫婦合算所得７３０万円未満

※男性不妊治療の初回助成額の拡充（１５万円→３０万

円）

※「特定不妊治療」とは、「体外受精」及び「顕微授精」をいう。

※「男性不妊治療」は、特定不妊治療の一環として精巣から精子

を採取するための手術を行った場合に助成。
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【参考（スキーム図）】

②不妊専門相談センターの運営等 ３，８０１千円

不妊治療に関する情報を提供するとともに、医師、看護

師、助産師及び臨床心理士が相談に応じる。

・委 託 先 秋田大学（女性健康支援センターと併設）

・相談体制 電話・面接・メール

スマートフォンに対応したウエブページを開設する

ほか検索連動型広告を実施し相談に繋がりやすい体

制を整備する。

（３）思春期からの健康づくり支援事業 ６９２千円

中学・高校生に対する性教育や健康相談等により、思

春期から主体的な健康づくりができるよう支援する。

・委 託 先 秋田看護福祉大学

■初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が４０歳未満の場合

（通算９回まで補助）

（県単独） （県単独）

（県単独）

（国庫補助） （国庫補助）

（国庫補助） （国庫補助）

県7.5万円県15万円

男性不妊治療 国15万円 国7.5万円
県単15万円

初回 ２回目～６回目

特定不妊治療
国15万円 国7.5万円 県単5万円

（額の上乗せ）

県単20万円
（回数の上乗せ）県15万円 県7.5万円

７回目～９回目

■初めて助成を受ける際の治療開始時の妻の年齢が４０～４２歳の場合

（通算３回まで補助）

初回 ２回目～３回目

特定不妊治療
国15万円 国7.5万円 県単5万円

（額の上乗せ）県15万円 県7.5万円

男性不妊治療 国15万円 国7.5万円

県15万円 県7.5万円

（県単独）（国庫補助） （国庫補助）

（国庫補助） （国庫補助）
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（４）難聴児補聴器購入費助成事業 ９４２千円

身体障害者手帳の交付対象とならない中軽度の聴覚障害

児の補聴器購入及び修理に要する経費の一部を助成す

る。

・実施主体 市町村

・対 象 者 中軽度の難聴児

（聴力レベル３０ｄＢ以上７０ｄＢ未満）

・補 助 率 １／３

（５）女性の健康支援事業 ６６３千円

女性健康支援センターにおいて、女性特有の健康課題に

関する情報を提供するとともに、医師、看護師、助産師

及び臨床心理士が相談に応じる。

・委 託 先 秋田大学

（不妊とこころの相談センターと併設）

・相談体制 電話・面接・メール

スマートフォンに対応したウエブページを開設する

ほか検索連動型広告を実施し相談に繋がりやすい体

制を整備する。

（６）○新産みたい・働きたい応援事業 １，３５１千円

①不妊治療と仕事の両立支援事業 ６５１千円

不妊治療を希望する方が安心して働くことができるよう

企業に対して不妊治療への理解を深めるリーフレットを

作成し配布するほか、企業向けセミナーを開催する。

②ファミリープラン応援事業 ７００千円

若い世代から将来の家族計画を考えるため、正しい知識

の普及啓発冊子を中・高校生等に配布する。



- 15 -

７ 風しん抗体検査支援事業（保健・疾病対策課）

事業費 ６，７７３千円

事 業 名 内 容

１ 事業目的 風しんに対する免疫が不十分な妊娠を希望する女性及びそ
の配偶者に対する風しん抗体検査に係る費用を助成する。
風しん抗体検査で、免疫が不十分と判断された人が予防接

種を受けることで、妊娠中の風しん感染による先天性風しん
症候群の発生を予防する。

２ 実施主体 県（秋田市を除く）

３ 事業内容 風しん抗体検査費用の助成 ６，７７３千円
（うち、啓発資材の作成・郵送費用 １１３千円）

（１）補助対象
①妊娠を希望する女性
②妊娠を希望する女性の配偶者
③抗体価が低い妊婦の配偶者
※ただし、次にいずれかに該当する者は除外する。
・過去に風しん抗体検査を受けたことがある者
・風しん予防接種を受けたことがある者
・風しんの既往歴がある者

（２）対象経費 風しん抗体検査に係る経費
（１件 税抜５，３５０円）

（３）委 託 先 （一社）秋田県医師会
（４）補 助 率 １／２

４ 風しん抗体検査の流れ

検査料請求
対象者 協力医療機関（検査） 県

受診 支払い
契約

委任 県医師会

（参考）

①国の追加的対策
・対 象 者 昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日

までの間に生まれた男性（現在３９～５６歳）
・期 間 平成３１年度から平成３４年度までの３年間
・内 容 抗体検査費用の全額助成及びその検査結果が

陰性だった場合の予防接種費用の全額助成
・実施主体 市町村

②風しん患者の発生状況
（人）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31※
全 国 2,353 14,357 321 162 125 93 2,917 367
秋田県 3 4 7 0 0 0 5 0

※H31は２月３日現在
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８ 災害時健康危機管理支援チーム体制整備事業（保健・疾病対策課）

事業費 ２６８千円

区 分 内 容

１ 事業目的 大規模災害発生時に、被災都道府県の保健所等の調整機能
を補佐するために派遣するチームを養成する。

２ 実施主体 県

３ 事業内容 災害時健康危機管理支援チームに係る職員の養成。

（１）災害時健康危機管理支援チーム養成研修（基礎編・高度
編）への派遣 １７３千円
・対象：保健所及び健康福祉部の職員 ６名

（２）伝達研修
国の研修受講者による伝達 ９５千円

※ 災害時健康危機管理支援チームとは
被災地の医療や、避難所の保健衛生等に係る情報収集・

分析を行い、被災都道府県の全体調整が円滑に実施できる
よう支援するために派遣されるチーム。

・１チーム当たりの編成人数 県職員５名程度

・チームを編成する職種
医師（保健所長）、保健師、業務調整員（事務職員）、
薬剤師、獣医師、管理栄養士 等

・組織体系

災害時健康危機管理

支援チーム

被災都道府県

県災害医療対策本部

地域災害医療対策本部

保 健 所


